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１． 経営成績・財政状態に関する分析 

(１) 経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

紙パルプ業界におきましては、書籍・新聞・チラシ等に見られる紙需要の減少や、原料価格・資材価

格の高騰など厳しい経営環境が続いております。 

このような状況の下、当社グループは、少子化や情報伝達媒体の電子化など紙の需要構造の転換によ

り国内消費の回復が見込まれない状況のなか、将来にわたり存続できる収益基盤の構築を目指して、中

長期成長戦略プラン「ネクストステージ50」に邁進してまいりました。 

また王子ホールディングス株式会社との業務・資本提携のもと、輸入チップの共同調達、高級白板紙

の共同生産、製袋事業における業務提携に着手いたしました。 

当連結会計年度の事業経過につきましては、販売価格の復元やコスト削減、木質バイオマス燃料発電

設備を本格稼働するなど収益力の向上に努めてまいりましたが、川内工場の台風被害や高岡工場の生産

トラブルによる減産・減販や原料価格の高止まりなどの要因が収益を圧迫したことで、その効果を十分

に発揮するに至りませんでした。 

以上の結果、当期の連結業績は下記のとおりとなりました。 

連結売上高    99,927 百万円（前年同期比  1.2％減収） 

連結営業利益   1,413 百万円（前年同期比 13.1％減益） 

連結経常利益   1,319 百万円（前年同期比  24.5％減益） 

連結当期純利益   162 百万円（前年同期比  89.9％減益） 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（紙・パルプ製造事業） 

    国内の紙需要の低迷により販売数量が減少するなか、販売価格の復元や、コスト削減に努めまし

たが、操業トラブル等による減産・減販、原料・資材価格の高騰などの影響により減収減益となり

ました。 

◎ 新聞用紙 

新聞用紙の販売は、発行部数及び頁数の減少により、数量・金額とも前期を下回りました。 

◎ 印刷用紙 

    印刷情報用紙の販売につきましては、高岡工場設備トラブルによる生産減や情報化社会の構造変

化に伴う需要減の影響により、数量は前期を下回りました。 

金額については価格修正が寄与し前期を上回りました。 

◎ 包装用紙 

包装用紙の販売につきましては、川内工場の台風被害による生産減や需要構造の変化に伴う需要

減の影響により、数量・金額とも前期を下回りました。 

◎ 特殊紙・板紙及び加工品等 

   特殊紙の販売につきましては、川内工場の台風被害による生産減の影響が大きく、数量・金額と

も前期を下回りました。 

板紙・加工品等の販売につきましては、需要の低迷により、数量・金額ともに前期を下回りまし

た。 

これらにより、当事業の業績は下記のとおりとなりました。 

連結売上高   84,288 百万円（前年同期比  3.2％減収） 

連結営業損失    569 百万円（前年同期は 374 百万円の連結営業利益） 

（紙加工品製造事業） 

国内需要の低迷により減収となりましたが、固定費の圧縮などコスト削減に努めた結果増益とな

りました。 
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これらにより、当事業の業績は下記のとおりとなりました。 

連結売上高   13,057 百万円（前年同期比 1.8％減収）   

連結営業利益    198 百万円（前年同期比 97.3％増益） 

（発電事業） 

川内工場木質バイオマス燃料発電設備の本格稼働と、太陽光発電、二塚製造部での発電事業の継

続により、安定した収益を確保しました。 

これらにより、当事業の業績は下記のとおりとなりました。 

連結売上高    4,101 百万円（前年同期比 152.0％増収）    

連結営業利益   1,329 百万円（前年同期比 138.2％増益） 

（その他） 

紙断裁選別包装・運送事業は操業トラブルにより生産・出荷数量が減少したこと、また建設事業

において公共工事の受注が減少したことにより減収減益となりました。 

これらにより、当事業の業績は下記のとおりとなりました。 

連結売上高    17,020 百万円（前年同期比  16.0％減収） 

連結営業利益     380 百万円（前年同期比  26.7％減益） 

② 次期の見通し 

紙パルプ業界におきましては、新聞発行部数の減少、紙から電子媒体へのシフトといった構造的な

需要縮小要因を背景に今後も縮小傾向が続くと予想されます。

このような状況下、当社グループはいかなる経営環境下にも耐えうる安定した経営基盤構築に向け

た中長期成長戦略プラン「ネクストステージ５０」の確実な実践にグループを挙げて取り組んでまい

ります。なお、次期の経営成績につきましては、高岡工場設備トラブルが解消したことや、Ｏ＆Ｃペ

ーパーバッグホールディングス株式会社の設立に伴い持分変動差益が発生することなどにより、大幅

な増益を見込んでおります。

これらにより平成 29年３月期の連結業績見通しにつきましては、下記のとおり予定しております。 

連結売上高     90,000 百万円（前年同期比   9.9％減収） 

連結営業利益    1,600 百万円（前年同期比   13.2％増益） 

連結経常利益    1,550 百万円（前年同期比   17.4％増益） 

連結当期純利益   1,750 百万円（前年同期比  977.3％増益） 

なお、上記に記載した予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び当社が合理的で

あると判断した一定の前提に基づいた見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の実

績等は、今後様々な要因の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

(２) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 2,439 百万円（1.9％）増加し、

132,784 百万円となりました。これは主として、有形固定資産の増加 1,717 百万円などによります。 

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ 323百万円（0.4％）増加し、79,552 百万円となりまし

た。これは主として、短期借入金が 4,715 百万円、１年内償還予定の社債が 2,000 百万円減少しました

が、長期借入金が 8,670 百万円増加したことなどによります。 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 2,115 万円（4.1％）増加し、53,231 百万円となりま

した。これは王子ホールディングス株式会社を割当先とする第三者割当増資により、資本金が 1,604 百

万円、資本剰余金が 1,601 百万円増加したことと、親会社株主に帰属する当期純利益 162 百万円、剰余

金の配当 625 百万円などにより利益剰余金が 462 百万円減少したことなどによります。また自己資本比

率は、前連結会計年度末に比べ 0.9 ポイント増加し 40.1％となりました。 
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② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

841 百万円増加し、6,624 百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ･フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 9,514 百万円（前連結会計年度比 701 百万円（8.0％）の増加）となり

ました。 

これは主として、税金等調整前当期純利益 435 百万円、減価償却費 8,855 百万円などによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 13,142 百万円（前連結会計年度比 5,165 百万円（64.8％）の増加）と

なりました。 

これは主として、有形固定資産の取得による支出 12,553 百万円、長期貸付けによる支出 701 百万円な

どによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は 4,469 百万円（前連結会計年度は 5,562 百万円の支出）となりました。 

これは主として株式の発行による収入 3,183 百万円、長期借入による収入 15,900 百万円などによる収

入と、長期借入金の返済による支出 11,744 百万円、社債の償還による支出 2,000 百万円などによる支出

によるものです。 

（参考） キャッシュ・フロー関連指標の推移 

平成 24年
３月期 

平成 25年
３月期 

平成 26年
３月期 

平成 27年
３月期 

平成 28年
３月期 

自己資本比率(%) 37.7 38.1 37.5 39.2 40.1 

時価ベースの自己資本比率(%) 15.9 12.8 18.7 21.4 19.7 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 3.7 5.5 5.4 5.3 5.2 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 28.9 21.9 23.6 25.5 31.8 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており

ます。 

（注３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負

債を対象としております。 

（注５）利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主価値と企業価値の持続的向上を目指し、業績の状況や企業体質の強化ならびに今後の事

業展開等を勘案しながら充分な株主資本の水準を維持するとともに、株主各位に対する利益還元のため

の安定配当の実施を基本方針としております。 

現段階において、経営責任の明確化と経営の透明性を確保するためにも株主総会において、剰余金の

配当等の決議を諮ることが適切であると考えておりますので、当社は、定款に会社法第459条第１項に規

定する剰余金の配当等を取締役会の決議により行う旨の定めを設けておりません。 

これからも株価の動向や財務状況を考慮しながら適切に対応してまいります。 
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２． 企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社、子会社 17社、及び関連会社６社により構成され、紙パルプ製品の製造販売、紙

加工品の製造・販売、発電事業を主な内容とし、さらに、その原材料等の供給、製品の断裁加工・選別包装、

並びに製品の物流及びその他のサービス等の事業活動を展開しております。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

中越パルプ工業㈱
◎ 三善製紙㈱
● O&Cｱｲﾎﾞﾘｰﾎﾞｰﾄﾞ㈱

【発電事業】 【紙・パルプ製造事業】 【紙・パルプ製造事業】

[製品・商品]

[原材料] [紙断裁選別包装] [設備設計施工・修理]

◎ 中越緑化㈱ ○ 石川紙工㈱ ◎ 中越テクノ㈱
○ 中越パルプ木材㈱
○ ㈲南薩緑化センター
○ 九州紙管㈱
● O&Cﾌｧｲﾊﾞｰﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱
● New Zealand Plantation [運送]

Forest Co.,Ltd.
● Acacia Afforestation ◎ 中越ロジスティクス㈱

Asia Co.,Ltd.

◎ 中越物産㈱

[その他の事業] [産業廃棄物処理]

◎ 共友商事㈱ ●エヌシー共同開発㈱

【その他】

◎ 中越パッケージ㈱ ○ 中部紙工㈱
◎ ㈱文運堂 ○ 東北中部紙工㈱
○ 中央紙工㈱ ○ Japan Paper Technology(Viet Nam) Co.,Ltd.
● 王子製袋（青島）有限公司 ○ Japan Paper Technology Dong Nai(VN) Co.,Ltd.

【紙加工品製造事業】

（注）◎ 連結子会社
○ 非連結子会社
● 関連会社
持分法を適用している非連結子会社及び関連会社はありません。

-5-



中越パルプ工業㈱(3877) 平成 28年３月期 決算短信

３． 経営方針 

(１) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、永続的発展のため、ひたむきに人を大切にしたものづくりに努め、国際競争を勝ち抜

く、強い企業創りを目指しております。

その実現のため、経営理念に“愛され信頼される企業に”を第一に掲げ、コンプライアンスに徹し、真

摯で誠実な企業活動を旨として、品質第一主義と弛まざる技術革新で顧客満足を希求するとともに、地域

社会との共存共栄を図ってまいります。さらに企業の社会的責任の視点に立って、環境と社会に貢献し、

向上心あふれる働きがいのある会社づくりに励み、企業価値を高めてまいります。 

(２) 目標とする経営指標 

当社グループが、経営基本目標として掲げております目標経営指標は次のとおりであります。 

・平成 29年度 グループ連結売上高   ：   1,100 億円以上 

・平成 29年度 グループ連結経常利益  ：     55 億円以上 

(３) 中長期的な会社の経営戦略 

紙パルプ業界を取巻く環境は、出版市場の縮小、新聞発行部数の減少、電子媒体へのシフトといった、

需要縮小要因を背景に今後も一層厳しい情勢が予想されます。 

当社グループは、既存事業の発展的深化と進化で独自性を高め、より存在感のある企業を目指して、連

結売上高 1,100 億円、連結経常利益 55 億円を確保できる企業体質の構築に向け中長期成長戦略プラン「ネ

クストステージ 50」の達成に一丸となって取り組んでまいります。

(４) 会社の対処すべき課題 

当社グループは、平成 29 年度を最終年度とする当社の中長期成長戦略プラン「ネクストステージ 50」
の進捗につきましては、製袋事業における海外事業展開の推進や、木質バイオマス燃料発電設備を稼働し

発電事業へ本格参入するなど収益基盤を確保する体制づくりを順次整えてまいりました。

引き続き、現在取り組みを進めているセルロース・ナノファイバーの早期事業化、また王子ホールディ

ングス株式会社との共同出資事業の展開による収益確保で「ネクストステージ 50」効果の最大化を目指し

てまいります。 

① セルロース・ナノファイバーの取り組み 

次世代の新素材として研究開発を進めてまいりましたセルロース・ナノファイバーにつきましては、総

額12億を投資し、当社川内工場に第一期商業プラントを建設いたします。平成29年4月稼働予定で、年間100

トンの生産能力を有する設備を予定しております。

② 輸入チップの共同調達 

昨年６月にＯ＆Ｃファイバートレーディング株式会社を設立しました。輸入チップの共同調達により調

達コストの圧縮に努め、競争力強化を図ってまいります。  

③ 高級白板紙の共同生産 

          昨年７月にＯ＆Ｃアイボリーボード株式会社を設立し、現在王子製紙株式会社富岡工場の遊休設備を活

用し、高級白板紙抄紙機へ改造工事を行っております。平成 29年春稼働予定で、両社合計で年間 10 万ト

ンの生産販売体制を目指してまいります。 

④ グループ製袋事業の発展強化 

本年５月に共同株式移転により中間持株会社Ｏ＆Ｃペーパーバッグホールディングス株式会社を設立

しました。重包装部門を主体に生産体制の最適化等で国内の事業基盤を再構築し、両社が持つ海外拠点を

基点として成長が期待されるアジア圏での事業拡大を目指してまいります。 

４． 会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、国内同業他社との比較可能性を考慮し、会計基準につきましては日本基準を適用し

ております。なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、

適切に対応していく方針であります。 
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(５)継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

(６)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１.連結の範囲に関する事項

 連結子会社の数……８社

 主要な連結子会社の名称

     ……………中越パッケージ㈱、㈱文運堂、三善製紙㈱

 主要な非連結子会社の名称

     ……………中央紙工㈱、中部紙工㈱

(連結の範囲から除いた理由) 
 非連結子会社９社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

２.持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 

 持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

  主要な会社等の名称

  中央紙工㈱、中部紙工㈱

(持分法を適用しない理由）

 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３.連結子会社の事業年度に関する事項

 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４.会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ①有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定）

・時価のないもの

 主として移動平均法による原価法

②たな卸資産

 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ①有形固定資産（リース資産を除く）

 減価償却は以下の方法を採用しております。

当社

 本社（二塚製造部除く）………………………定率法

 川内工場・高岡工場・二塚製造部………………定額法

連結子会社………主として定率法

(但し、当社の本社及び連結子会社は、平成 10 年４月１日以降に取得した建物 (附属設備を除く）について

は定額法によっております｡）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 建物及び構築物    ７～50 年

 機械装置及び運搬具  ４～17 年
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  ②無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

  ③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。 

③固定資産撤去費用引当金

今後実施予定の固定資産撤去工事に備えるため、撤去費用見積額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

  ①退職給付見込額の期間帰属方法 

   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した額を発生の

連結会計年度から費用処理することとしております。

   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③小規模企業等における簡便法の採用

 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。

 なお、金利スワップ取引について、「金利スワップの特例処理」（金融商品に係る会計基準注解（注 14)）を

適用しております。

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ

  ヘッジ対象………借入金

  ③ヘッジ方針

 金利スワップは、借入金に係る将来の金利変動リスクをヘッジするために使用しております。なお、実際の

借入元本の範囲内で金利スワップ取引を利用することとしており、投機的な取引は行わない方針であります。

  ④ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップについて、「金利スワップの特例処理」の適用要件を充足しておりますので、有効性の判定を

省略しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理の方法については税抜処理を採用しております。 
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(７)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（会計方針の変更等） 

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日。以下「企業結合会計基準」と

いう。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日。以下「連結会計

基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25年９月 13日。以下「事

業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映

させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組替

えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項（４）、連結会計基準第 44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第 57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。 

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又

は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範

囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関

連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法

に変更しております。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響額はありません。 

 (８)連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報） 

１ 報告セグメントの概要 

  (１)報告セグメントの決定方法 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、紙・パルプ製造事業、紙加工品製造事業及び発電事業を主たる事業とし、それら主たる事業

を補助する事業を営んでおり、その事業区分ごとに当社及び当社の連結子会社が独立した経営単位として単一も

しくは複数の事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、「紙・パルプ製造事業」・「紙加工品製造事業」・「発電事業」を報告セグメント

としております。 

(２)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

  「紙・パルプ製造事業」は、紙製品・紙加工品原紙、パルプの製造・販売を主な事業としており、「紙加工品製 

造事業」は紙加工品の製造・販売を主な事業としております。「発電事業」は売電を主な事業としております。

また、「その他」は、造林・緑化事業、木材チップの購入・販売、運送、機械設備設計施工（修理）、建設施工、

工業薬品の購入・製造・販売、紙断裁選別包装、保険代理等の様々な方面から紙・パルプ製造事業、紙加工品製

造事業、発電事業を補助しております。 

(３)報告セグメントの変更等に関する事項 

該当事項はありません。 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31日） 

(単位：百万円) 

報告セグメント 
その他 

（注） 
合計 

紙･パルプ 

製造事業 

紙加工品 

製造事業 
発電事業 計 

売上高    

外部顧客への売上高 82,371 12,840 1,627 96,840 4,301 101,141 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
4,708 460 － 5,169 15,950 21,119 

計 87,080 13,301 1,627 102,009 20,252 122,261 

セグメント利益 374 100 558 1,033 519 1,553 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、設備設計施工・修理事業、

原材料事業、紙断裁選別包装事業等を含んでおります。 

当連結会計年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31日）
(単位：百万円) 

報告セグメント 
その他 

（注） 
合計 

紙･パルプ 

製造事業 

紙加工品 

製造事業 
発電事業 計 

売上高    

外部顧客への売上高 79,460 12,626 4,101 96,189 3,738 99,927 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
4,828 430 － 5,259 13,282 18,541 

計 84,288 13,057 4,101 101,448 17,020 118,469 

セグメント利益 

又は損失（△） 
△569 198 1,329 958 380 1,339 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、設備設計施工・修理事業、

原材料事業、紙断裁選別包装事業等を含んでおります。 
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４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

前連結会計年度（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31日） 
(単位：百万円) 

             売上高                    金額 

報告セグメント計                      102,009 

「その他」の区分の売上高                      20,252 

セグメント間取引消去                     △21,119 

連結財務諸表の売上高                      101,141 

(単位：百万円) 
           利益又は損失（△）                     金額 

報告セグメント計                       1,033 

「その他」の区分の利益                         519 

セグメント間取引消去                                              107 

固定資産の調整額                                             △36 

その他の調整額                           0 

連結財務諸表の営業利益                        1,625 

当連結会計年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31日） 
(単位：百万円) 

             売上高                    金額 

報告セグメント計                      101,448 

「その他」の区分の売上高                      17,020 

セグメント間取引消去                     △18,541 

連結財務諸表の売上高                       99,927 

(単位：百万円) 
            利益又は損失（△）               金額 

報告セグメント計                         958 

「その他」の区分の利益                         380 

セグメント間取引消去                                              103 

固定資産の調整額                                             △41 

その他の調整額                           11 

連結財務諸表の営業利益                        1,413 
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（開示の省略） 

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記事

項、リース取引、関連当事者情報、税効果会計関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職

給付関係、賃貸等不動産関係については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、また、

ストック・オプション等関係、企業結合等関係に関する注記事項については、該当事項がないため、記載を省略し

ております。 

（一株当たり情報） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自 平成 26年４月 １ 日 (自 平成 27年４月 １ 日 

至 平成 27 年３月 31 日) 至 平成 28 年３月 31 日) 

１株当たり純資産額 438.60 円 １株当たり純資産額 398.64 円 

１株当たり当期純利益 13.80 円 １株当たり当期純利益 1.24 円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在し
ないため記載しておりま
せん。 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額について
は、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末 
(平成 27 年３月 31 日) 

当連結会計年度末 
(平成 28 年３月 31 日) 

純資産の部の合計額         (百万円) 51,115 53,231 

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) － － 

(うち非支配株主持分) (－) (－) 

普通株式に係る期末の純資産額    (百万円) 51,115 53,231 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数         (千株)

116,543 133,534 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自 平成 26年４月 １ 日 (自 平成 27年４月 １ 日

至 平成 27 年３月 31 日) 至 平成 28 年３月 31 日)

親会社株主に帰属する当期純利益   (百万円) 1,608 162 

普通株主に帰属しない金額      (百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利
益                 (百万円)

1,608 162 

期中平均株式数            (千株) 116,547 130,846 
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（重要な後発事象） 

     当社と王子ホールディングス株式会社は平成 28 年３月 25 日公表「王子ホールディングス株式会社と

の業務提携の実行に関するお知らせ」にて公表しておりますとおり、中間持株会社である O＆Cペーパー

バッグホールディングス株式会社を平成 28 年 5 月に設立いたしました。なお、平成 29 年 3 月期の連結

業績に与える影響につきましては、本日別途公表しております「特別利益の発生に関するお知らせ」を

ご参照ください。   

６． その他 

（１） 役員の異動 

本日別途公表しております「監査等委員会設置会社への移行および組織改訂、役員人事に関するお知

らせ」をご参照ください。 
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